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総合討論 わがＪＡの取り組みと課題（2） 
司 会：松岡公明（JA-IT研究会 企画委員） 

（松岡）総合討論に入りたい。まず、小林先生に対

しての質問やご意見から受け付ける。 

メニューの羅列では意味がない 

（中国 1）小林先生のお話のなかで、自己改革の９

項目自体を見直すというようなニュアンスがあった

が、そのあたりをもう少しお聞きしたい。 

（広島大学 小林）要は、9 項目を羅列するのではな

く、つなげていくことだと思う。どことどこがつな

がっていて、どこをどうやって組み立てたらいいの

かを考える。先ほどお話したＪＡぎふのケースのよ

うに、組合員を類型化し、それぞれに対する目的を

明確にして、そこに 9 項目を当てはめる。そういう

マップをつくり、すべての組合員に見せて意見を聞

いてみるといい。 

自己改革に取り組んでも、成果が出てくるのは 5

～10 年後かもしれない。そうではなく、1～2 年と

いう限られた短い期間で成果を出すことを考えると、

ＪＡぎふのようにマッピングをして、その対象者の

組合員に「ＪＡがこういう取り組みをしていること

を知っているか」とアピールする。知らなければ、

そこに力を入れていく。たとえば担い手が対象なら

「ワンストップ集出荷施設をつくりました。ご存知

ですか。使い勝手はいかがですか。」と聞く。それ

だけでもいい。ＪＡは基本的に、情報発信力が弱い。 

貴ＪＡは、山間部から都市部まで、品目もカンキ

ツから米までいろいろある。それぞれの対象者に対

して、「ＪＡの取り組みをご存知ですか」とアピー

ルするだけでも違う。そうすれば、組合員から要望

も出てくる。そういったかたちでＰＤＣＡを組み上

げ、協同組合らしく回していくことで、自分たちが

やったことが何か、足りないことは何かが見えてく

ると思う。 

（松岡）今の自己改革は、スローガン化していて、

上っ面だけの「見せる」改革になっている。組合員

はほったらかし。しかし、最後に評価するのは組合

員であり、組合員に対して徹底的に情報を発信して

いくことが重要だ。 

（東北 1）当ＪＡでは、自己改革ということで中期計

画・営農計画をあわせてつくり、四半期ごとの進捗

管理もしているが、現場にフィードバックできてい

ないように思う。エリア担当のトップに対して、き

ちんとやるよう指示はしているが、なかなか動かな

い。職員自身の理解が足りないのではないかと思う。 

これから、組合員を巻き込んで集落ビジョンをも

う一度つくりなおし、進捗管理をしながら一緒に取

り組んでこうと思っている。 

（松岡）自己改革のメニューを羅列するだけで終わ

っているということと、もうひとつ、ストーリーで

語られていないというところに問題がある。そのあ

たりをどうするか。 
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（JA-IT 研究会 仲野）計画をつくっただけで、それ

をどのように展開するかという考え方がないような

気がする。内部で議論されるだけで、組合員に評価

されていない。ファクトチェックされていない。 

農協の内部で事業を正確に捉え、組合員に知らせる

という機能がまったく働いていない。 

やはり、組合員を一軒一軒歩いて話を聞くことが

基本だ。旦那さんの話だけではなく、母ちゃんやば

あちゃんからも話を聞いて、どう変えたらいいかを

考える。今は、合併で、かなり広範囲の組合員をカ

バーしなければならないし、大規模化すれば効率性

が優先されるため、なかなか人員的に難しいところ

はある。となると、機械センターの職員や場合によ

ってはパート職員まで含め、事業を通して組合員と

接している職員の役割が重要になる。 

しかし現状は、事業が縦割りになっていて、横軸

が入らない。そこを経営トップが、どのように職員

と話し合いをして意志の統一をはかっていくか。あ

る商社では、事業が危機に陥ったときに、時間外に

会議場に集まり、職員と一問一答で話をしたそうだ。

そういう行動力がトップにあるかどうかだと思う。 

大事なのは組合員の役割 

（松岡）中央会の立場からご意見を。 

（東北 2（中央会））自己改革をどのように進めてい

るかということでひとつ事例をあげると、ＪＡふく

しま未来では、組合員との対話を大事にするために、

常勤役員が組合員の訪問活動を行なっている。数は

300～400 戸ほどと決して多くはないが、1 度や 2 度

ではなく、数回に渡って訪問をしている。そして、

それを広報誌に載せる。新聞などのパブリシティを

使う。そういう活動を、とにかくひたむきに続けて

いる。 

その結果、なにが変わるかというと、常勤役員が

自ら担い手の話を聞いているため、課題や問題点を

明確に理解し、具体的な指示ができるようになる。

そして、それをＴＡＣが現場にフィードバックする。

今、それを繰り返し繰り返し行なっている最中だ。

その成果はまだまだ未知数ではあるが、こういう活

動を他のＪＡにも展開させたいということで、そこ

は中央会の仕事ではないかと思っている。 

（東北 2）組合員にどのように農協の取り組みを伝え

るかが重要だということは理解できるが、実際にそ

れを自分の言葉で伝えられる常勤役員・職員は、あ

まりいないのが現状ではないだろうか。あるいは、

自己改革のグランドデザインを描ける役職員が本当

にいるだろうか。あるいは、たとえば研修で「協同

組合理念をもう一度きちんと落とし込む」という示

唆を受け、それをきちんと現場に持ち帰り、行動に

移せる職員がいるだろうか。そういった人づくりの

部分が課題ではないかと思うが、そのあたりでご意

見をいただきたい。 

（JA-IT 研究会 黒澤）基本的には、支所の運営委員

の機能だと思う。運営委員が集落の意見を集約して

運営委員会に反映するということと、もうひとつは、

運営委員が集落へ戻ってどういう報告をするかとい

うこと。私は、ＪＡが理路整然と組合員に報告する

ことや組合員の意見を集約することが協同組合的だ

とは、決して思わない。きちんとした義務や役割を、

どれだけ組合員に賦課できるか。そのあたりがＪＡ

改革をしていくうえでは大切だと思う。 

ＪＡ甘楽富岡では、農事組合、60 戸程度の組織

だが、すべて、総代自らが総代会で報告をしている。

ＪＡ職員は、そういうことによって触発されるのだ

と思う。組合員が役割を果たしていないところで協

同組合の理念や理論を語っても、なにもならない。

あくまでも、組合員の質だと私は思う。 

組合員の意向を把握するという点では、私たちは、

年に 4 回、集落座談会をやっている。そこで発言し

たこと以外は協同活動に反映されないことがわかれ

ば、組合員はきちんとそこで発言するようになる。 

また、3 年に 1 度、組合員の意向調査をしている

が、これはフリーハンドで書ける。個別経営体も法

人も、中高齢の皆さんも、精緻に書いて出している。

回収率が 98.6％、ほぼ全体をカバーできている。 
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組合員との対話の取り組み 

（松岡）金子郁容さんという方の『ボランティア』

（岩波新書）の中に、「情報は蓄えられるだけでは、

力を発揮しない。やりとりを交わす過程の中ではじ

めて、情報に意味がつけられ、価値が発見され、新

しい解釈――ものの新たなる理科や、新しいやり方

――が生まれてくる。その、やりとりの中で生まれ

てくるものが、動的情報である。世の中の規制の枠

組みを動かし、新しい関係を切り開き、新しい秩序

を作ってゆくのは、動的情報である」とある。 

今回の自己改革の 9 つの方針なども、ＪＡ内部に

情報として蓄えられただけで、組合員のところまで

届いていない。情報交換ができていない。動的情報

になっていない。そこが、今回の自己改革がスロー

ガン化してしまっている核心部分だと思うが、その

あたりを工夫されているところはあるか。 

（甲信越 1）当ＪＡでは、ＴＡＣを導入して 5 年ほど

になるが、機能していると思うし、私もＴＡＣと一

緒に法人等をまわって意見交換をしている。 

（関東 1）私はずっと全農にいて、ＴＡＣ制度の導入

に関わった。もともとはＪＡの出向く体制を再構築

するということで導入され、その目的は大きくわけ

て 2 つ。1 つは、農家のニーズを聞く、事業とは直

接関係ない訪問活動。もう 1 つは、事業の利益をあ

げるための訪問活動だ。当然それは別々の動きでは

なく、混在しているのだろうが、私はどちらかとい

うと後者のほうで機能すべきだと考えてきた。だが、

今日の議論では、どちらかというと前者のほうにシ

フトしてきているように感じる。農業協同組合とい

えども、利益を出さなければ継続しない。もう少し

事業訪問活動的なところにシフトしてもいいのでは

ないかと思う。 

（東北 3）当ＪＡでは現在ＴＡＣは置いていない。2

～3 年置いてみたが、どうしても横の連携がうまく

いかず、とりあえず営農指導に戻している。とはい

え、組合員を訪問した際には、いろいろな情報を持

ち戻り、それを関係部署につなぐ。受けた部署は、

何日以内に必ず回答を出す。そういうキャッチボー

ルはしている。ＴＡＣという明確な部署は置かず、

金融では信用推進課、営農では企画課が連携し、情

報交流をしながら事業を展開している状況だ。 

ただ、現在は、組合員が専業になればなるほど大

規模化していて、昼間に訪問すると仕事の邪魔にな

るような感じもある。時間の取り方が難しくなって

いる分、横軸の部分が欠けてきている気もする。 

（中国 2）ＪＡ西条には担い手農家が 200 軒ほどある

が、常勤理事 4 名で全戸訪問を行なった。現場の職

員と違い、組合長や常勤理事・参事は普段、どうし

ても担い手農家と接する機会が少ないため、非常に

よかったようだ。そのときに出てきた意見をすべて

集約・分類し、できることについてはＴＡＣや営農

で即座に対応した。残ったものについて、これから

どのように対応していくかが課題として残ってはい

るが、農協が変わればまだまだ組合員はついてきて

くれると実感できた。 

（甲信越 2）当ＪＡのＴＡＣは、購買関係のノルマは

一切持たせていない。ノルマは訪問回数のみ。とに

かく訪問することを目標にしている。残念ながら、

役員が組合員を訪問するような動きは今のところは

ない。月に一度、ＴＡＣの部門間連携会議で情報が

あがってくるので、今のところは、その会議を大事

にして情報収集している状況だ。 

地元で信頼される職員づくり 

（東海 1）当ＪＡでは、ＴＡＣではなく営農経済渉外

というかたちで取り組んできたが、今年から新しい

部門をつくり、毎週水曜日にワーキンググループ形

式で取り組みをすすめている。その部門で組合員を

訪問する職員については、1 経営体の販売高を 2 割、

購買は 3 割アップするという目標を設定しており、

それが人事考課の 7割となる。 

始めたばかりでまだ明確な成果はないが、組合員

のところへ行き、必ず情報を持ち帰る。そして、そ

れをデータ化し蓄積していく。担当職員が変わって

もずっと同じかたちで指導できる体系を構築するこ

とを目指している。 

広域合併で大きな農協になったが、センターごと

に気質が違う。それはこの先も 1 つにはならないの

ではないかと思う。そうすると、たとえば私は、地

域で一番小さな集落に住んでいる。農協の職員だが、

地元では消防団をはじめ、さまざまなボランティア

活動を行なっている。そういうなかで耳にする意見、

たとえば「買物に困っている」ということであれば、

それに対して農協の職員として何ができるかを考え、
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対応する。一点突破でいいかどうかはわからないが、

そういう事例が管内で少しずつ拡がっている。全体

を大きく動かすというレベルではないが、そういう

地道な取り組みで、地元で信頼される職員をつくる

ことも大事だと思う。 

自己改革の「自己」は職員でなく生産者 

（近畿 1）私は直売所を担当して 10 年になる。当Ｊ

Ａの野菜の販売高は全体で 4 億円しかないが、直売

所では 11 億円の供給がある。大きな効果は出てい

ると思う。 

ファーマーズマーケットの視点から自己改革を考

えると、「自己」とは出荷登録をしている 569 人の

生産者だと思う。今年からは、これまでこの研究会

で勉強したことを実践していくつもりだ。まず、直

売所の中では部会制度を撤廃する。そして、いかに

販売をするか、どういう店づくりをするか、手数料

はどのくらいが適正かということは、出荷者自身が

決定する。そういう方向に、大きく舵を切る。 

ＪＡ職員の人材育成はやめる。どれだけ頑張って

育てても、異動させられてしまえばまたゼロからス

タートしなければならない。職員ではなく出荷者の

育成を、我々もともにスキルアップしながらやって

いく。そして、ＨＡＣＣＰやＧＡＰの対応に資金を

かけていく。 

ＣＳ活動の取り組み事例もあるようだが、Ｃは

customer（顧客）なのか consumer（消費者）なの

かで目線が違ってくる。私たちは、consumer（消費

者）を対象としており、消費者のリアルタイムのサ

ービス要求にできるだけ No といわない店づくりを

目指している。もちろん、どうしても No と言わな

ければならないことはたくさんあるが、そのときも

「bestを castに」を合言葉に対応している。 

直売所はある意味で最前線であり、本体であるＪ

Ａの取り組みを消費者になるべく伝えていこうと思

っている。 

（松岡）リンガーハットの米濱和英会長は、会社が

危機に瀕したときに、自らの手帳の裏表紙に「治す

のではなく、治す力を引き出す」と書いたそうだ。

今の川端さんのお話は、おうみんちの出荷者たち自

身の力を引き出すような、そういうマネジメントに

変えていくということだ。 

常に改革のエネルギーが持続していくよう、組合

員自らがきちんと参加し、自分たちでルールを決め

ながらやっていく。自己改革とは、そういう「治す

力」を身につけるものでなければならないのに、上

から言われたから生産資材を下げる、直販比率を高

める、そういうことで終始している。そのあたりが、

今回の自己改革が空振りに終わる危険の一番大きい

ところではないか。 

大規模農家しか見ていなくていいのか 

（小林）総合監督指針においては、担い手対応が 1

丁目 1 番地であることに違いない。しかし、平成

31 年の全組合員アンケートでＪＡが組合員に評価

してもらうためには、マスの組合員に対してどうや

って訴えていくかが重要だ。いわゆる多様な担い手

といわれる層に対してＪＡは何をしているか。大規

模な認定農業者以外の、全体の 9 割 5 分を占める組

合員に対して何をしているか。いかに声を聞くか。 

先ほど、黒澤さんが組合員を育てるという話をさ

れたが、甘楽富岡では、すでにそういう活動を 120

年ほどやってきている。あるいは、ＪＡ福岡市やＪ

Ａはだのが、仕組みをつくって組合員の声を聞ける

ようになるまで、約 20 年かかっている。1 年や 2

年で組合員を育てるなど、現実的には無理だ。たし

かに、農協が変わっていく第一歩ではあるが、とて

も長期的な話だ。 

何度も言うが、ＪＡは平成 31 年 6 月までに結果

を出さなければならない。いくら認定農業者を回っ

たところで、残り 9 割 5 分の組合員に「ＪＡのこと

はよく知らない」と言われれば、それで終わりだ。

だから、その層に対して何ができるのかという議論

は、絶対に欠かせない。そして、これから 2 年間で

やらなければいけないことと、協同組合運動として
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向こう 100 年をかけて取り組むこと。その時間的ス

ケジュールをしっかり整理する必要がある。 

現実的に、ＪＡの企画担当部署では、次から次へ

といろいろなものが降ってきて、ＪＡのグランドデ

ザインを描いている時間はない。であるなら、たと

えこれから数年、農協の収益がマイナスになったと

しても、組織改編をして、専任的にそれに取り組む

部署をつくる。そのくらいの覚悟がなければ、現状

の企画総務部門で自己改革に本気で取り組むことは

難しいと思う。 

もうひとつ。90 年代からこれだけ広域合併がす

すんでいるにもかかわらず、農協の業態、ガバナン

ス、マネジメントのシステムは昭和の時代からずっ

と同じで、何も改革されていない。広域化した農協

のガバナンスのあり方、運営のあり方、参加のあり

方等、まったく議論せずに合併がすすんでしまった。

ＪＡは制度に守られているから生き残ってこられた

が、一般企業であれば 90 年代に潰れていただろう。 

今村先生が未合併農協のほうが元気だとおっしゃ

った。それもそのはずで、未合併農協は 50 年間を

かけて、サイズに合った仕組みが完成している。そ

ういう面でいうと、たとえば先ほどの近畿のＪＡの

話は、言ってみれば、農協のなかにミニ農協をつく

っているようなものだ。合併してしまって別れるこ

とができないのであれば、農協のなかにミニ農協を

いくつかつくって分割することを考えてもいい。 

実際、「組合員の声を聞く」などという話は、80

年代からずっと議論されている。にもかかわらず、

まだ同じ議論をしている。ここにお集まりの方々で

すら、もう 25 年間、ずっと同じ議論をしている。

本当に失礼なことを申し上げているが、私はそこに

大きな危機感を感じている。 

（松岡）大きな農協の中に小さな協同をつくる。メ

インシステムだけでなく、サブシステムをたくさん

つくって対応するしかない。 

協同の仕組みづくりこそＪＡの役割 

（近畿 1）当県でも合併構想が出てきているが、直売

所に関して言えば、近隣各農協の直売所が 8 ヵ所あ

るが、非常に生産力が乏しく、「ＪＡの直売所は何

もない」というのが県民のおおむねの評価だ。需要

と供給が合っていない。そこにビジネスチャンスも

あるのだが、なかなか改善できない。 

（関東 2（中央会））今、私は営農のポジションで、

ＧＡＰなど国際基準の話を進めているが、ＪＡがグ

ループ認証に取り組んでいるのはなぜか。なぜ個人

認証ではないのか。それはやはり、グループで取り

組むことで協同組合の最大の強みを発揮すると考え

るからだ。それによって、地域全体の農業経営を良

い状態にもっていく。環境保全や食の安全も含めて、

地域農業を面的に守っていくことがＪＡの役割であ

り、その一環として団体認証に取り組んでいるとい

うことを明確に言っていかなければならない。自己

改革の見える化という点でも、そういうＪＡの姿勢

をしっかりと見せることが大切だ。 

（松岡）面的まとまりというのは、ひとつのキーワ

ードだと思う。たとえば米も、業務需要に対応する

には、まとまったロットで品質のブレがないものを

複数年で契約していくという話になる。そのために

は、農地を集積し、作業のまとまりをつくる。そこ

に、生産資材の面積予約、ジャストインタイムの資

材供給といったシステムを付随する。個別の出し手

農家を含めたルールもできてくる。面的まとまりが

キーワードになると、そこには自ずと協同の仕組み

ができてくる。そこに農協らしさが出る。それは企

業にはできないこと。農協だからこそできることだ。

そういう地域農場制農業、地域農業システムに我々

は活路を見出していくしかないのではないか。 

（甲信越）私は、この 4 月から営農センターの所長

ということで、10 年ぶりに現場に戻ったが、生産

現場では生産者が高齢化で減少し、生産量も右肩下

がりで落ちている。労働力不足も大きな課題だ。 

そういう状況のなか、ＪＡとして共選作業に力を

入れてほしいという要望もあるが、はたしてそれが

今後の地域ためによいのかどうか、判断が難しいと

思っている。 

もうひとつは、生産部会の問題。管内の生産部会

は非常に組織の団結力が強く、外部からの加入、あ

るいは独禁法の問題等、今後、組織のあり方を非常

に心配している。農業施設についてはこれまで高い

系統利用率を誇ってきたが、それも崩れてしまうの

ではないかという心配もある。 

いろいろと課題はあるが、ＪＡの自己改革という

部分では、組織の姿勢が末端まで行き届いていなけ

れば、後ろを振り向いたら誰もついてきていないと

いうこともありうる。そのあたりをしっかりと押さ

えておく必要があるのではないかと感じている。 
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もっと発信を 

（松岡）小林さん、最後に辛口コメントを。 

（小林）営農経済事業として、いかに多くの組合員

や地域住民に対して発信力を持てるかが非常に大事

だ。「うちの農協ではこんなことをやっていて、こ

んなものをつくっていて、こんなことに取り組んで

います」という発信。その部分が非常に弱い。自分

たちが看板なんだという自信をもって、もっとどん

どん突っ込んでほしい。 

それから、農協とはなにか、協同組合の理念の共

有というところを、もう一度、しっかりと考えなお

すこと。今、ＪＡの役員のなかで、自分の言葉で、

「協同組合とはなにか」「協同とはなにか」を語れ

る人がいるか。いわゆる一般的な協同組合の定義で

はなく、自分の言葉で、じいちゃんばあちゃん、父

ちゃん母ちゃん、子どもまで含めた地域住民に対し

て、協同組合や協同の意味を語れるか。トップが話

せなければ、職員も話せない。 

それと合わせて、先ほど黒澤さんのお話にあった

ように、組合員が主体となって動いていくという意

味では、地域の代表である非常勤理事については、

もっとしっかりとした学ぶ場が必要だし、そのうえ

で、総代や運営委員の教育システム、長いスパンで

学んでいくような取り組みも、今の自己改革の中で

必要であると真剣に思っている。 

それから、これまで JA-IT 研究会で取り上げてき

たいろいろな仕組み。たくさんあったにもかかわら

ず、共有できていない。もう一度、この 25 年間を

見直すだけでも絶対に違う。皆さんにはぜひ、自信

を持って、JA-IT 研究会でこれまでやってきたこと

を見直してみてほしい。 

 

薄明を組織する 

（松岡）ありがとうございました。では、最後に今

村先生。まとめをお願いしたい。 

（JA-IT 研究会 今村）今日、議論のなかに出てきた

ことの原理・原則について、順不同だが、簡潔に話

したい。 

①「薄明を組織する」 これが基本だ。農協管内の

新しい芽、農協の将来の幹部になりそうな人を磨き

あげなければいけない。現場から、新しい路線を自

分で考えだす。誰かに教わるのではなく、薄明を組

織する。それを忘れないでほしい。 

②「農地の三段重ね理論」 これをきちっと押さえ

てほしい。一番上の土地は、耕作している耕土。そ

の下に、暗渠が入ったり、水利のための水路、その

ための土手等、いろいろある。そして、一番下が、

日本国民の財産としての土地。 

一番上の土は、耕せなくなる人が出たら、たとえ

ば担い手に任せる。しかし、二番目の土地、水利や

土手等は、地域のみんなで共同で管理する。一番上

の耕土さえ集めればなんとかなるというようなこと

ではなく、兼業農家や年寄りでも、水管理くらいは

できる。この三段重ねの思想。これが土地をめぐる

思想の根源だと思う。これを、あらためてしっかり

と考えていただきたい。 

③「共益の追求を通して、私益と公益の極大化をは

かる」 古い言い方だが、農協の原点はこういうと

ころにあったはずだ。共益の追求を基本に、国民み

んなに利益が行くように、そして自分たちも利益を

得られるように。この原則は、時代が変わってもそ

う変わらないと私は考えている。 

④「5 ポリス構想」 5 ポリスとは、アグロポリス

（農業の拠点）、フードポリス（食の拠点）、エコ

ポリス（環境、生態系、景観まで含めた拠点）、メ

ディコポリス（医療、福祉、介護等の拠点）、カル

チャーポリス（伝統、文化、芸能の拠点）のことだ。

今、私が一生懸命提案しているのは、廃校の活用。

特に、小学校は、地域の方々にとって一番の心の拠

点だ。廃校を活用して、そば道場や木工や陶芸など、

さまざまなことをやっている事例を各地で見ている。

そういうことは農協の範囲ではないと言ってしまえ

ばそれまでだが、しかし、その旗振りをすることが

農協の求心力にもつながる。 
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五角形を書いて、各頂点に 5 ポリスを当てはめ、

それぞれ 10 点満点として、自分たちで採点してみ

てほしい。全組合員、准組合員も含めて、地域の皆

さんに、この五角形の絵をコピーして配り、自分た

ちの地域、集落は何点か。どこをどう伸ばさなけれ

ばならないかという議論をしていただきたい。そこ

から新しい活動、新たな課題が見えてくると私は思

っている。 

さらに 1 つ提言したいのは、各地区にある農業高

校に、なんとか 6 次産業学科を入れてもらえないだ

ろうか。 

広島県に、世羅高原 6 次産業ネットワークという

ものがあり、私が今年の 2 月に講演に行ったとき、

世羅高校の 1～3 年生それぞれ 3 人ずつが、これか

らの地域のあり方、農業のあり方、加工についての

発表をした。1 年生はたしかに稚拙だったが、3 年

生にもなると私も舌を巻くほどのしっかりとした報

告をした。 

6 次産業ネットワークを勉強させれば、必ずそれ

はＪＡに響いてくるはず。将来のＪＡ職員をつくる

ような、そういう下地を作っておく必要がある。 

話したいことはまだまだたくさんあるが、それに

ついては JAcom においおい書くので、読んでいただ

きたい。これからも、現場を歩いて、皆さんととも

にがんばりたいと思っている。 

（松岡）今回の研究会はこれで終わりたいと思う。2

日間に渡り、お疲れさまでした。 
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